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The film business is a management entity related to film-making and consists of the or-
ganization of management resources there. The producer supervises the organization of a
movie and takes total responsibility for matters such as budgeting, human affairs, planning,
and distribution. Also a sense of international management is required of the producer.
However, an educational system to foster the development of producers who must take all
responsibility concerning management has not been established in Japan.
This paper describes the problems involved in producer education within the Japanese
film industry.
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日本映画はその長い歴史から、世界的にある程度の評価を受けている。しかし、一方、映像産
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業の側面から見ると、近年躍進著しいアジアの同胞である韓国、中国の文化振興策からは遅れを
取っているようである。その原因には、両国の映画産業の発展には、積極的な国の支援によると
ころが大きいといえることである。そして、わが国でも、文化庁が「映画や新たなメディア芸術
の発信」を考え、国の助成による映画及び映画人の育成のための概算予算（2004年）を要求す
るようになったが、映画産業を担うフィルム・ビジネス・プロデューサー育成のための“教育”
に関してはまだ多くの課題、問題があるように見受けられる。
フィルム・ビジネスは、映画製作に関わるひとつの企業経営であり、また、そこに集う人的資
源をはじめとする経営資源の組織から成り立っている。その責任を統括するプロデューサーは、
映画の製作、上演にあたって、「企画、人事、予算、興業、そして資金管理など等」の公演に関
するすべての責任を負う人（担当者）である。つまり、プロデューサーには人的資源管理を含む
組織全般に関わる経営的思想を取り入れる素養が求められ、また同時に、製作した映画の世界的
な評価を高めるには国際経営的感覚も要求されることになる。しかしながら、わが国の映画産業
では、映画製作の責任統括者であるプロデューサーにマネジメント感覚を持たせるプロデューサ
ー教育の体系的な確立がされているとは言い難い。
このペーパーでは、わが国の映画産業における人材教育の課題である「プロデューサー育成と
マネジメント教育」について論述する。
2．わが国の映画産業とアーツ・マネジメント
2－1 わが国の映画産業とその背景
わが国の映画産業は、総務省統計局の「世界の統計2002年」（総計研修所編）から、その製作
本数においては年251本で、アメリカを除いたインドの838本、フィリピンの456本に次いで世界
3位である。また、その輸入本数は年352本で、やはりアメリカを除くカナダの1,115本、マレー
シアの518本、ベルギーの477本、そしてスイスの359本に次いで世界5位となっている。つまり、
この数字は、わが国を世界でも有数の映画産業立国であるということを裏付けている。このこと
は、わが国の映画産業を単なる娯楽として捉えるのではなく、わが国の文化を対外的に発信させ
る情報の手段として、またフィルム・ビジネスとしてそのあり方を考えることを示唆している。
一般社団法人 日本映画製作者連盟の日本映画産業統計によると、わが国では、1960年には
7457館あった映画館が、1990年には1836館と激減している。また、映画入場者数は、1960年で
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表2－1 わが国の映画産業
年 映 画 館 公 開 本 数 入 場 者 数
1960 7457（スクリーン） 763（本） 1014（百万人）
1970 3246 659 254
1980 2364 529 164
1990 1836 704 146
2000 2524 644 135
2001 2585 630 163
2008 3359 806 160
2009 3396 762 169
〔一般社団法人日本映画製作者連盟の日本映画産業統計2009年より〕
は1,014百万人が、1990年では146百万人となっている。しかし、2000年になると、映画館は2524
館と増え（入場者数は135百万人）、2001年では2585館と更に増加した。また、入場者数も163
百万人と対前年度比増となり、映画への回帰が見られるようになった。そして、2009年では、
映画館数は3396館、入場者数は169百万人（前年比105.5％）、興行収入206,035百万円（前年比
105.7％）とその数は年々増加傾向にあるのはビジネスとして大変に興味深い。
なお、「世界の統計2009年 教育・文化」による2006年次の主要国の映画制作本数は、インド
1091本、韓国110本、中国260本、アメリカ480本、カナダ74本、イギリス107本、イタリア116
本、スペイン150本、ドイツ174本、フランス203本、そして日本は417本となっている。
2－2 アーツ・マネジメントと芸術
アーツ・マネジメントとは、西ヨーロッパで生まれアメリカで発展してきた考え方である。そ
の背景には、1970年前後の文化政策の転換がそこにある。その文化政策とは、優れた芸術文化
への支援及び保護、そしてそれを承継して、社会的文化の環境を形成させることにある。そのよ
うな環境のなか、芸術文化が社会において自立的に維持、存続していくための経営戦略がアーツ・
マネジメントである。ここでは、芸術と経営の関連について述べてみたい。
上述のように、アーツ・マネジメントは近年になってから誕生した概念であるが、そこには芸
術の公共性ということを前提としているように思われる。つまり、芸術と観客、芸術と社会性を
結ぶものということである。
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・芸術とは何か
では、芸術の公共性という「芸術」とは何であろうか？ 従来、芸術は美の表現と考えられ、
それ故に「美学」という学問のなかで捉えられてきた。しかし、20世紀に入り、美学を以って
芸術を完全に解明することはできないという考えが生まれ、芸術学という新分野の樹立が提唱さ
れた。
いろいろと異論はあると思われるが、美学と芸術の明らかな相違点は3つあり、まず、一つは
芸術の表現するものはただ単に美とは限らないということである。次に、美の体験は受容的行為
を基本とするが芸術は創造的行為である。そして最後は、美は精神的価値であるが芸術は社会に
存在する文化的な財である。という3点が挙げられるだろう。〔1〕
また、芸術というものは、ほとんどすべての人間社会に見られる人間の基本的な行動のひとつ
である。W. Tartarkiewitzは、“What is Art? The Problem of Definition Today”においてその
定義を次のように言っている；
Art is a conscious human activity of either reproducing things, or constructing
forms, or expressing experiences, if the product of this reproduction, construction,
or expression is capable of evoking delight, or emotion or shock.
芸術は人間に不可欠な存在であるが、しかし、この定義で either … or …が多用されているこ
とから判るように、芸術に定義付けをするということは、それは芸術とは言えないということか
もしれない。
・芸術の分類
近代における西欧の伝統的な考え方では、次の5つが重要な芸術といわれる。それは、絵画、
彫刻、建築、音楽、文芸（詩）であるが、今日ではその他に、演劇、舞踏、	工芸、
そして
映画、を加えている。そして、それらは以下に分類〔2〕することができる：
視覚芸術＜絵画、彫刻、建築＞
聴覚芸術＜音楽＞
想像感覚芸術＜文芸＞
諸感覚の結合芸術＜演劇、舞踏、工芸、そして映画＞
諸感覚の結合芸術として、映画がここに認められたということは大いに意義のあることである。
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文化施設＝芸術文化機関
図2－3 施設と機関
建物（ハード） 組織（ソフト）
施設＝建物＋組織（欧米の概念）
2－3 アーツ・マネジメントと組織
アーツ・マネジメントのマネジメント（経営）には組織が含まれるが、芸術における組織とは、
文花組織である。その文化組織とは、第一に、芸術活動団体である。具体的には、劇団、合唱団、
楽団などの組織を意味するが、そのマネジメントは、芸術性のある集団的創造や表現を社会環境
のなかで効果的、効率的に遂行すべく機能させることである。また、その第二は、芸術文化活動
が行なわれる文化施設である。つまり、施設とは組織を意味する。施設とは、わが国では建物・
建造物（ハード）という概念であるが、欧米のように芸術文化活動を推進する人的要素を含む仕
組み・制度（ソフト）という概念を持つ必要がある。施設とは institutionであるが、その英語
の意味するところは large important organization（組織）であり、custom or system（伝統・
慣習を含む制度）である。つまり、施設とは組織であり、専門的スタッフを擁する公共的なサー
ビスを提供すべく制度化された機関 institutionのことである。
文化施設は地域に根付くように文化事業として捉え、地元の芸術文化機関として地域コミュニ
ケーションの充実を図り、芸術と観客、芸術と社会をつなぐべく機能を持たせることである。な
お、第三は、芸術文化活動を支える推進支援団体 service organization〔3〕である。サポートを機
能させることは重要な課題である。
つまり、文化施設におけるわが国の概念は、施設＝建物（ハード）であるが、欧米の概念では、
施設＝建物（ハード）＋組織（ソフト）＝機関である。
2－4 アーツ・マネジメントにおけるサービス
芸術文化におけるマネジメントの特徴は、サービス・マネジメントであるということであろう。
芸術文化は形のあるモノ（有形財）ではないため、したがって標準化が容易でない。そして、そ
こにはマーケティングにおける4P（product, promotion, place, price）に加えて、時間、観客と
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の関係作り、付加価値という技法も必要とされる。
・サービスとサービス業（産業）
ここで改めて「サービス service」について再考したい。サービスとは、第三次産業が取り扱
う商品、役務（えきむ）のことであるが、売買した後に形として残らない財（モノ）である。ま
た、サービス業とは、第三次産業のうち、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、
卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食店、宿泊業、医療、福祉、教育、学習支援業、複
合サービス事業、公務に分類されないものと示している。このなかで、電気・ガス・熱供給・水
道業、金融・保険業、複合サービス事業以外は、中小企業の占める割合が高くなっている。なお、
映画産業は複合サービス事業の一部である。
・サービス業（産業）の特性
サービス業は、一般に生産性が低いと言われ、その特性は前述した形として残らない財、無形
財を取り扱うことから生じている。そして、その性質は映画産業にも当てはまることである。〔4〕
無 形 性：目に見える形がない。
同 時 性：提供と消費が同時に行われ保存や在庫ができない。
不可逆性：一度受けたサービスは返品することができない。
異 質 性：サービスの品質は提供する人や環境によって異なる。
3．プロデューサーとマネジメント教育
3－1 わが国の映画産業とその背景
マルチメディア、情報を伝達するコミュニケーション手段の多様性の進展は、文化の普及振興
手段に大きな変化をもたらしている。この多メディア、そして多チャンネル化は、芸術性だけで
なくコンテンツビジネスにつながるものである。特に、アニメーション、映画というビジュアル
なメディア芸術は、わが国の芸術文化全体の活性化を促すものとして、また新しい国際ビジネス
としてその振興策が問われている。
わが国では、文化庁主催によって1995年7月に「マルチメディア映像・音響芸術懇談会」が開
かれ、マルチメディア時代に対応した芸術文化振興方策の検討が行なわれた。そして翌年、1996
埼玉女子短期大学研究紀要 第22号 2010.09
― ―１８
年7月に「21世紀に向けた新しい芸術文化の振興について」その報告がまとめられた。その報告
のなかで、芸術文化発展の一環として「日本映画・映像」振興プランが示されたが、それは次の
ような内容である。
魅力ある日本映画・映像の創造
日本映画・映像の流通の促進
映画・映像人材の育成と普及等
日本映画フィルムの保存・継承
上記の映画・映像人材の育成と普及等について見ると、『わが国の映画・映像人材の育成の
ため、短編映画作品の製作を通じた人材育成事業や、映画関係団体等が行なう人材育成事業の支
援を行なう。また、子どもが映画館等で日本映画に直接触れる機会を設けることにより、日本映
画に親しみ鑑賞する素地を培うとともに、将来の鑑賞者・創り手を育成する。』となっている。
映画の創り手を考えるにあたっては、そこにプロデューサーの存在が不可欠となる。では、映
画プロデューサーとはどのような存在なのであろうか。
3－2 プロデューサーと映画産業
2003年、政府の知的財産戦略会議が発表した新国家戦略「知的財産戦略大綱」にもあるよう
に、わが国は‘知的成果’創造のため社会経済システムへの転換が求められている。また、政府
は、コンテンツ産業の国際競争力の向上と海外での日本文化への理解を向上させるための強化も
図っている。そして、そこには、高度の知識と技能を持つプロデューサーを必要としている。し
かしながら、現在の日本にはその人材が不足しているため、コンテンツの価値が十分に発揮され
ていないという問題が指摘されている。
プロデューサーとは、製作者を意味し、特に、映画・演劇・放送番組の製作・上演にあたって
立案・人事・予算などの責任を負う人のことである、と広辞苑には載っている。わが国の場合、
伝統的にプロデューサーの多くはテレビ局や映画会社、広告代理店などそれぞれの流通ルートの
社員である。そして、彼らの作品は、自らの流通ルートで回収できる金額が資金調達額の上限で
あり、その範囲でしか製作費として投入しないため、十分な資金をかけた魅力ある作品ができな
いというのが現状である。
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・製作と制作について
わが国の映画産業では、「製作」と「制作」の両方の用語が使われる。製作は「ものをつくる
こと」として使われ、一方、制作は「美術作品や映画・放送番組・レコードなどをつくること、
またその作品」として使われる。しかし、文部科学省（文化庁）、経済産業省（商務情報政策局）
ともに曖昧に両語を使用している。文化庁では、長年の習慣から「製作」を主に使用しているが
その理由は不明だという。なお、プロデューサーの方々の「製作」という概念は、資金が絡み著
作権権利が発生する場合であって、また、「制作」とは、著作権権利がない下請け的な存在の場
合を言うということであった。
・映画プロデューサーとは
映画制作〔5〕におけるプロデューサーは、映画制作全体の総括責任者である。そして、その責任
は、制作、上演にあたっての企画、人事（監督の手配、主演者の決定、現場スタッフの採用など）、
興行、予算、資金管理（主に資金の調達）、宣伝などすべてに渡ることになる。特に、映画制作
はその制作にあたって多額の資金を要することから、スポンサー（投資家）からの資金の調達と
なる要請依頼、制作全般における資金の管理、というマネジメント能力が要求される。それ故、
そこには経営、人的管理全般に関わる経営的思想が要求される。つまり、映画ビジネスに関する
経営（マネジメント）教育が必要となる。
・映画制作における資金の調達
映画の制作にあたっては多額の資金を要することから、プロデューサーはその資金調達の手法
も考慮することになる。プロデューサーによる資金の調達は、一般的には次のような方法からで
ある。
制作関係者自身による資産の処分
直接金融による方法：製作委員会（＊）
間接金融による方法：金融機関からの借り入れ
（＊）製作委員会とは、匿名組合方式による映画制作のことで、制作資金の提供による映画利用権の確
保につなげる。なお、匿名組合とは、出資者と営業者との共同形態のことであるが、表面上、事
業運営に出てこないため匿名組合と呼ばれる。
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3－3 プロデューサーと映画戦略
映画製作というビジネス（投資）は、ギャンブル性の高い投機でもある。そのため、映画プロ
デューサーは、ギャンブル的なリスクを最小に抑えることも要求されている。そして、映画の劇
場公開にあたっては、その映画における収入を最大化するための戦略が必要とされるが、それに
はまず「確実な才能の採用」が執られる。製作予算に応じて、これまでに実績のある成功を収め
た人材を選出して担当させるという保守的な手段の選択でもある。
そして次に、「企画開発に多大な時間とコストを費やす」ということである。人材の選出に保
守的なプロデューサーは、脚本の選定という企画開発に総予算の10％も掛けるといわれる。ス
トーリーの映像、ロケ地の採択などもその開発のための必要な経費である。
また、「上映マーケティング活動の必要性」も挙げられる。映画の上映にあたっては、宣伝広
告費というマーケティング・コストはそれなりに集客に効果をもたらすのは事実である。しかし、
そのコスト計上には、観客が何を望み、そのためにはどのような製品作りに取り組むことが必要
かというマネジメント・プロセスも重要〔6〕となる。
3－4 プロデューサーとマネジメント教育
2004年、経済産業省が後援した“プロデューサー人材育成支援”の講座が都内で開講〔7〕された
が、その内容は下記の通りであった。
〔育成支援の講義内容〕
企画開発、単館及び拡大上映：脚本ディベロップ、監督決定、キャスティング、配給プラン
ニング
映画製作のための資金集めとファンド：製作委員会とファンドによる映画製作
現場製作：限られた予算と完成予定日
配給・劇場ブッキング：シネマコンプレックスの普及と劇場の決定
宣伝：映画配給の重要ポイントである宣伝活動の成功例
二次使用化権の販売と海外セールス：DVD普及に伴う二次使用化権と最近の海外セールス
のポイント
海外戦略と著作権：フィルム・ビジネスのグローバル化と複雑な権利関係
以上は、映画制作にあたっての実践的な内容が中心であって、マネジメント教育としては物足
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りなさを感じる。プロデューサーには「学」（専門知識）だけではなく、映画プロデューサ 「ー論」
（考え方）も同時に学ぶマネジメント教育が重要である。マネジメント教育としての論とは、映
画制作にあたっての独自の考え方であるが、作品のなかにプロデューサー独自の創造性の考えを
取り入れることはその作品の評価を高めることとなる。
・プロデューサーと CEO
また、プロデューサーは、映画制作にあたっての統括的な責任者であるが、それは企業の最高
経営責任者（CEO）と同じ要素を持つと考えられる。映画制作は、観客（＝顧客）に最高のサ
ービスを与え、かつ制作（＝製品）にあたっての対費用効果（効率性、生産性、コスト意識）を
考慮する点がマネジメントと同じである。経営の最高責任を負う CEOの職務を映画制作にも当
てはめるならば；
経営理念の確立：映画理念（製作ビジョン）の確立
社会変化への適応と革新性：社会変化に応じた製作のタイミングとその斬新さ
問題解決への実践：映画製作にあたってのトラブルシューティング（総合問題対策）
利害者集団への長期安定的な配分と企業維持：映画製作にあたっての観客動員数と配当利益
の考慮、そして製作会社側、スポンサー、投資家への考慮
ゼネラリスト（全般的管理者）としての最終的調整と権限委任：総合製作管理者としての責
任と権限委譲
マネジメントの役割認識と信用力の強化：映画製作にあたっての全体的な計画
組織形成、統制、意思決定、形成、そしてリーダーシップの発揮及び信用力の獲得
人的資源の有効的活用：製作スタッフ、役者、裏方などの有効活用
以上のプロデューサー・マネジメント教育は最低限、必要と思われるが、そのシステムの確立
を構築することが結果としてわが国のフィルム・ビジネスの国際化にもつながる。
4．今後の課題
映画プロデューサーに要求されることは以下の通りであるが、それを教育する機関、団体とい
う存在の確立は不可欠と思われる。
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・プロデューサーの資質と経営能力
3D方式など映像・音響に関する技術革新に興味を持つこと
ファイナンス能力
変革対応力を持つこと：時代を読み作品に落とし込みができること
国際的な視点でもって制作ができること
現場との折り合いを付けられること
導入可能な資材・逸材を躊躇なく使用できること
制作全般におけるリーダーシップが取れること
	個性があり独創的であること

決断力があること
常に謙虚さと忍耐力を兼ね備えること
上記の項目は全て経営能力と関わることであり、それ故にプロデューサーにはマネジメント教
育が必要とされるということである。
以上から、わが国のフィルム・ビジネスにおいては、映画プロデューサーへの経営教育をいか
に浸透させるかが今後の課題となる。
注
1） 渡辺護『芸術学』東京大学出版会、2004年10月、pp.2-3
2） 渡辺護『芸術学』東京大学出版会、2004年10月、pp.122-33
3） 伊藤裕夫、片山泰輔等『アーツ・マネジメント概論』水曜社、2002年12月、pp.4-8
4） 総務省統計局の統計データ（日本標準産業分類）を参考
5） 映画は芸術という観点から、ここでは「制作」を中心に使っている。但し、映画制作の「製作委
員会」には一般的に“製作”が使われているため、このレポートでも「製作」としている。
6） 川崎賢一、佐々木雅幸等『アーツ・マネジメント』放送大学、2003年2月、pp.97-99
7） 2004年、学校法人東放学園において開講。
日本映画産業における経営教育
― ―２３
参考文献
1） 池上惇、中谷武雄『知的所有と文化経済学』実教出版、2004年9月
2） 伊藤裕夫、片山泰輔等『アーツ・マネジメント概論』水曜社、2002年12月
3） 大高宏雄『日本映画への戦略』希林館、2000年7月
4） 川崎賢一、佐々木雅幸等『アーツ・マネジメント』放送大学、2003年2月
5） 監査法人トーマツ編『コンテンツビジネス マネジメント』日本経済新聞社、2003年10月
6） キネマ旬報映画総合研究所『映画プロデューサーの基礎知識』キネマ旬報社、2005年9月
7） 菅谷実、中村清等編『映像コンテンツ産業とフィルム政策』丸善株式会社、2009年1月
8） 佐々木晃彦編『アート・マネジメントの会計』中央経済社、2000年3月
9） 純丘曜彰『きらめく映像ビジネス』集英社、2004年9月
10）田尾雅夫『ヒューマン・サービスの経営』白桃書房、2004年11月
11）根木昭『芸術文化政策 政策形成とマネージメント』放送大学、2002年3月
12）古田尚輝『鉄腕アトムの時代 映像産業の攻防』世界思想社、2009年2月
13）藤竹暁編『日本のマスメディア』日本放送出版協会、2005年2月
14）明治大学人文科学研究所編『映画の歓び』風間書房、2009年3月
15）モール ミドリ『ハリウッド・ビジネス』文藝春秋、2001年11月
16）安田敬監修『ケベック発 パフォーミングアーツの未来形』三元社、2003年7月
17）渡辺護『芸術学』東京大学出版会、2004年10月
18）川嶋啓右『映画産業とプロデューサー教育』日本経営教育学会 第51回全国研究大会発表資料（於
明治大学）、2005年6月
19）Squire, J.E, “The Movie Business Book” , Simon & Schuster Inc., 1999
埼玉女子短期大学研究紀要 第22号 2010.09
― ―２４
